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(　公　印　省　略　)　　 
作業環境測定法施行規則の一部を改正する省令等の施行等について
作業環境測定法施行規則の一部を改正する省令（令和２年厚生労働省令第８号。以下「改正省令」という。）及び作業環境測定基準等の一部を改正する告示（令和２年厚生労働省告示第18号。以下「改正告示」という。）が、令和２年１月27日に公布及び告示され、令和３年４月１日（一部については令和２年４月１日）から施行及び適用することとされたところである。その改正の趣旨、内容等については、下記のとおりであるので、関係者への周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏なきを期されたい。
記
第１　改正の趣旨及び概要
１　改正の趣旨
労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「安衛法」という。）第65条及び第65条の２においては、有害な業務を行う屋内作業場その他の作業場で、政令で定めるものについて、必要な作業環境測定を行い、その結果の評価に基づいて適切な措置を講ずることを事業者に義務付けている。さらに、作業環境測定法（昭和50年法律第28号。以下「作環法」という。）第３条等においては、当該作業場のうち政令で定めるもの（以下「指定作業場」という。）について作業環境測定を行うときは、厚生労働省令で定めるところにより、事業場で使用する作業環境測定士に実施させること又は作業環境測定機関に委託して実施することを事業者に義務付けている。

今般、化学物質の管理や有害業務の状況等を踏まえ、指定作業場において作業環境測定を行う際のデザイン及びサンプリングとして、従来のものに加え、当該指定作業場において作業に従事する労働者の身体に装着する試料採取機器等を用いて行う作業環境測定に係るデザイン及びサンプリング（以下「個人サンプリング法」という。）を新たに規定するため、作環法の委任省令である作業環境測定法施行規則（昭和50年労働省令第20号。以下「規則」という。）について所要の改正を行うとともに、作業環境測定基準（昭和51年労働告示第46号。以下「測定基準」という。）等について所要の改正を行ったものである。
　２　改正に係る基本的な考え方

（１）改正省令においては、個人サンプリング法による作業環境測定を実施するか否かについては、事業者の任意の選択に委ねることとしており、個人サンプリング法による測定が可能となる作業については、個人サンプリング法及び従来の方法のいずれによっても問題ないこと。なお、事業者は、当該選択に当たっては、衛生委員会等において労働者の意見も踏まえた上で十分に審議することが望ましいこと。また、個人サンプリング法を実施するための登録を行うか否かについても、作業環境測定士又は作業環境測定機関の任意の選択に委ねることとしていること。
（２）改正告示において、個人サンプリング法による作業環境測定の対象となる測定については、個人サンプリング法の特性が特に発揮できるものとして規定されたものであること。
（３）個人サンプリング法による作業環境測定は、作業環境評価基準（昭和63年労働省告示第79号。以下「評価基準」という。）に基づき測定値を統計的に処理した評価値と測定対象物質の管理濃度とを比較して作業場の管理区分の決定を行うものであり、いわゆる個人ばく露測定には該当しないこと。このため、作業環境測定結果の記録に試料採取機器等を装着した労働者の氏名を記載する必要はなく、当該労働者を示す番号等（例：労働者①）を用いること。
　３　改正省令の概要
改正省令は、事業者が個人サンプリング法を用いた作業環境測定を実施又は委託することを選択した場合の措置、また、作業環境測定士及び作業環境測定機関が個人サンプリング法についての登録することを選択したときの登録事項等を規定したこと。
４　改正告示の概要
　（１）測定基準関係
　　　ア　個人サンプリング法による作業環境測定の対象となる測定を規定するとともに、個人サンプリング法に係る試料空気の採取等の対象者数、時間等を規定したこと。
　　　イ　最新の日本産業規格（以下「JIS」という。）との整合等のため、外部放射線による線量当量率又は線量当量の測定に用いる測定機器の要件を改めたこと。
　　　ウ　3,3’-ジクロロ- 4,4’-ジアミノジフェニルメタン（いわゆるＭＯＣＡ）の試料採取方法等について、新たに開発された方法に改めたこと。
（２）評価基準関係
　作業環境測定の結果の評価について、個人サンプリング法による測定結果に係る評価方法を追加したこと。
（３）インジウム化合物等を製造し、又は取り扱う作業場において労働者に使用させなければならない呼吸用保護具（平成24年厚生労働省告示第579号。以下「インジウム告示」という。）関係
インジウム化合物の濃度の測定結果の評価について、個人サンプリング法による測定結果に係る評価方法を追加したこと。

（４）作業環境測定士規程（昭和51年労働省告示第16号）関係
作業環境測定士の資格の要件として登録講習機関が行う講習の細目について、個人サンプリング法に係る内容を追加したこと。
５　施行・適用日、準備行為及び経過措置
（１）４の（１）のイ及びウに係る改正規定については、令和２年４月１日から適用し、それ以外の改正規定については、令和３年４月１日から施行及び適用すること。
（２）個人サンプリング法について、作業環境測定士又は作業環境測定機関の登録証の書換え及び作業環境測定機関の業務規定の変更等について、改正省令の施行前においても申請等を行うことができることとする等の準備行為を規定したこと。
（３）改正省令の施行の際現に規則第５条第１項第２号等の規定により第二種作業環境測定士の資格を有している者が、個人サンプリング法について作業環境測定士の登録及び登録証の書換えを申請するための経過措置を規定したこと。
第２　細部事項

１　改正省令関係
（１）附則第２条関係
　　　本条の「特例講習」については、別添１の「個人サンプリング法に関する特例講習の基準」によること。
（２）附則第５条関係
　　　本条は、規則第５条第１項第２号等の規定により既に第二種作業環境測定士となる資格を有している者に対して講習の受講を義務付ける規定がないことから、この省令の施行の際現に当該資格を有する者について、本条の規定に基づき個人サンプリング法に係る講習を受講することより、個人サンプリング法についての登録を行うことを可能とする趣旨であること。

２　測定基準関係
（１）第８条関係
ア　本条第１号は、ベータ線の測定について、電離放射線障害防止規則（昭和47年労働省令第41号）第54条第３項に規定する70マイクロメートル線量当量（率）が１センチメートル線量当量（率）の10倍を超えるおそれがある場所におけるベータ線測定のための測定器に関する規定を新設したものであること。本条第１号の「適切に測定できるもの」には、JIS Z4333（Ｘ線，γ線及びβ線用線量当量（率）サーベイメータ）に適合するサーベイメータ又はJIS  Z4345（Ｘ・γ線及びβ線用受動形個人線量計測装置並びに環境線量計測装置）に適合する受動形放射線測定器であって、70マイクロメートル線量当量（率）（方向性線量当量（率））を測定できるものが含まれること。
イ　本条第２号の中性子線の測定について、同号の「適切に測定できるもの」には、JIS Z4341（中性子用線量当量（率）サーベイメータ）に適合するサーベイメータ、JIS Z4416（中性子用固体飛跡個人線量計）に適合する受動形放射線測定器又はJIS Z4416（中性子用固体飛跡個人線量計）の応答特性に適合することが認められた受動型放射線測定器であって、１センチメートル線量当量（率）（周辺線量当量（率））を測定できるものが含まれること。
ウ　本条第３号のガンマ線又はエックス線の測定について、同号の「適切に測定できるもの」には、JIS Z4333（Ｘ線，γ線及びβ線用線量当量（率）サーベイメータ）に適合するサーベイメータ又はJIS Z4345（Ｘ・γ線及びβ線用受動形個人線量計測装置並びに環境線量計測装置）に適合する受動形放射線測定器であって、１センチメートル線量当量（率）（周辺線量当量（率））又は70マイクロメートル線量当量（率）（方向性線量当量（率））を測定できるものが含まれること。
（２）第10条第５項関係
ア　本項本文の「低管理濃度特定化学物質」は、特定化学物質のうち管理濃度が0.05mg/㎥（相当）以下の物質であって、Ｄ測定（本項第５号及び第６号の規定により行う測定（測定基準第11条第３項及び第13条５項において準用する場合を含む。）をいう。以下同じ。）の15分間の試料空気の採取等で、管理濃度の10分の１の濃度を測定できることが確認されたものを規定したものであること。
イ　本項第１号の「試料採取機器等」の「等」には、検知管方式による測定機器が含まれること。

ウ　本項第１号の「単位作業場所」は、測定基準第２条第１項第１号に規定する単位作業場所の考え方と同じであること。なお、個人サンプリング法の特性を踏まえると、労働者の作業中の行動範囲により、作業する区域が複数ある場合でも同一の単位作業場所となる場合があることから、Ａ測定（測定基準第２条第１項第１号から第２号までの規定により行う測定（測定基準第10条第４項、第10条の２第2項、第11条第２項及び第13条第４項において準用する場合を含む。）をいう。以下同じ。）の場合の単位作業場所より広範囲となる場合があること。また、時間ごとに測定対象物質の濃度が大きく変動する作業場や複数の測定対象物質を使用する作業場等を時間的又は空間的に異なる単位作業場所として取り扱う必要があるかについては、測定基準第２条第１項第１号の単位作業場所と同様の考え方で判断する必要があること。
エ　本項第２号の「ほぼ均一であると見込まれる作業」への該当の有無については、事前調査等により、単位作業場所における労働者の作業中の行動範囲、測定対象物質の分布等の状況等を踏まえて判断すること。
オ　本項第２号の「適切な数の労働者」には、原則として単位作業場所における全ての労働者とするが、作業内容等の調査を踏まえ、単位作業場所におけるばく露状態を代表できる抽出方法を用いて抽出された数の労働者が含まれること。
カ　本項第３号の「作業に従事する全時間」には、単位作業場所外において作業に従事する時間は含まれないこと。また、本項第３号の試料空気の採取等の時間の短縮は、作業に従事する時間が２時間を超える場合のみに認められるものであり、当該時間が２時間以下の場合は、当該作業の全時間について試料空気の採取等を行う必要があること。

キ　本項第４号について、作業に従事する時間を分割して試料空気等の採取等を行う際には、一の労働者が一の作業日のうち単位作業場所において作業に従事する全時間を均等に分割する必要があること。なお、一の労働者に複数の試料採取機器等を装着して同時に試料空気の採取等を行うことは、当該時間の分割には含まれないこと。また、測定精度の確保の観点から、測定の定量下限値が管理濃度の10分の１を上回ることがないように測定時間を確保する必要があること。なお、単位作業場所において作業に従事する労働者が１人であり、かつ当該者が一の作業日のうち作業に従事する時間が15分未満の場合、Ｄ測定の測定時間である15分間を満たさないため、個人サンプリング法は適用できないこと。
ク　Ｄ測定は、Ｃ測定（本項第１号から第４号までの規定により行う測定（測定基準第11条第３項及び第13条第５項において準用する場合を含む。）をいう。以下同じ。）の結果を評価するだけでは労働者が有害物質への大きなばく露を受ける可能性を見逃すおそれのある作業が存在する場合に、有害物質の発散源に近接する場所における作業について測定を行う趣旨のものであること。

ケ　本項第６号の「15分間」は、米国産業衛生専門家会議（ＡＣＧＩＨ）が提案した短時間ばく露限度（ＳＴＥＬ）の限度時間（15分間）を踏まえて規定したものであること。この趣旨から、Ｄ測定に係る試料空気の採取等の時間は、連続した15分間とする必要があること。
（３）第13条第５項関係
　　　本項の「塗装作業等」の「等」には、発散源が作業に従事する労働者とともに移動し、当該発散源と当該労働者の間に定置式の試料採取機器等を設置することが困難な作業が含まれること。

３　作業環境測定士規程関係
（１）講習科目のうち、作業環境について行うデザイン及びサンプリングの実務のうち個人サンプリング法に係るものの実施に当たっては、「作業環境測定士講習について」（昭和51年６月17日付け基発第461号。昭和56年６月９日付け基発第342号、平成16年３月19日付け基発第0319009号等により一部改正。以下「講習通達」という。）を、本通達により次のとおり改める。
　　ア　講習通達の３（3）ハ（イ）を次のとおり改めること。
　　　（イ）筆記試験の方法については、作業環境測定士規程第３条に規定する講習の科目のうち「労働衛生管理の実務」及び「作業環境測定についてデザイン及びサンプリングの実務のうち個人サンプリング法以外のものに係るもの」は、併せて試験を実施するものとし、両科目の講習終了後１時間を当てるものとすること。また、同条に規定する講習の科目のうち、「作業環境測定についてデザイン及びサンプリングの実務のうち個人サンプリング法に係るもの」及び規則別表第１号から第５号までの作業場の作業環境について行う分析の実務に関する科目については、科目別に試験を行うものとし、講習終了後、それぞれ30分間を当てるものとすること。
イ　講習通達の別紙２「講習の具体的実施方法」の「作業環境について行うデザイン及びサンプリングの実務」の項を別添２のとおり改めること。
（２）附則関係

改正告示附則第２項は、この告示の適用の際現に作業環境測定法第５条に規定する試験に合格している者については、当該試験の出題範囲には個人サンプラリング法に係る法令が含まれていないことから、当該法令に関する知識を習得させるため、個人サンプリング法に係る講習科目の範囲に個人サンプリング法に係る法令（１時間）を追加する趣旨であること。
　４　評価基準及びインジウム告示関係
　　　評価基準第４条の規定及びインジウム告示第３号の規定は、Ｃ測定又はＤ測定を実施した場合には、Ａ測定及びその測定値をＣ測定及びその測定値に、Ｂ測定及びその測定値をＤ測定及びその測定値にそれぞれ読み替える趣旨であること。
別添１
個人サンプリング法に関する特例講習の基準
１　受講対象者

　受講時点で、作業環境測定士である者であること。
２　実施期間

　令和３年３月31日までに実施するものであること。

３　実施機関
　実施機関は、作業環境測定法（昭和50年法律第28号。４において「法」という。））第32条第３項に規定する登録講習機関（７において「登録講習機関」という。）であること。
４　講師

　講師は、法別表第３各号の表の上欄に掲げる科目のうち作業環境について行うデザイン及びサンプリングの実務に係るものに応じた条件のいずれかに適合する知識経験を有する者であること。
　
５　特例講習の科目

　特例講習の科目は、次の表のとおりとすること。
	講習の科目
	範　　　　囲
	時　間

	作業環境について行うデザイン及びサンプリングの実務のうち個人サンプリング法に係るもの
	作業環境測定の目的　個人サンプリング法（作業環境測定法施行規則第３条第１項第１号イに規定する個人サンプリング法をいう。）に係るデザインの方法　個人サンプリング法に係るサンプリングの方法　簡易測定機器とその取扱い　関係法令
	９時間


６　修了証

　特例講習を修了した者に対しては、作業環境測定法施行規則（昭和50年労働省令第20号。以下「規則」という。）様式第９号の例により、修了証を交付すること。

　
７　特例講習の計画等
（１）特例講習を実施しようとする者は、規則第48条の５の規定の例により、特例講習の実施に関する計画を作成し、特例講習を実施する場所にかかわらず、あらかじめ、登録を受けている所轄都道府県労働局長等に提出すること。

（２）登録講習機関は、特例講習を行ったときは、規則第49条の規定の例により、特例講習を実施した場所にかかわらず、登録を受けている所轄都道府県労働局長等に、講習・研修結果報告書を提出すること。

（３）帳簿の作成、保存及び引継ぎ
特例講習を実施した登録講習機関は、規則第50条の規定の例により帳簿を作成し、かつ、保存するとともに、特例講習の修了証の再交付及び書替えの事務を廃止する場合は、同規則第50条の２の規定の例により、当該帳簿及び関係書類を所轄都道府県労働局長等に引き継ぐこと。

８　特例講習の実施に当たっての留意事項

（１）講習の対象人員

対象人員は、1回当たり50人以内とすること。

　（２）具体的方法

　　　　別紙の表に掲げるところによる。
（３）修了試験

ア　修了試験は、筆記試験により実施するものとし、講習時間を全時間受講した者に対して行うこと。

イ　修了試験は、講習の効果を把握するため、講習の内容を十分に理解しているか否かを判定できる程度のものとすること。

ウ　修了試験（筆記試験）は、講習修了後30分間を当てるものとし、択一式又は記述式により実施すること。

　（４）講習修了者の決定等

修了試験（筆記試験）については、満点を100点とし、得点が70点以上の者を合格者とすること。
別紙
特例講習の具体的実施方法
	講習の科目
	講習科目の範囲及び実施方法
	時間

	作業環境について行うデザイン及びサンプリングの実務のうち個人サンプリング法に係るもの
	(1) 作業環境測定の目的
　　作業環境測定における個人サンプリング法によるものの位置付け及び目的について、講義形式により教育すること。
(2) 個人サンプリング法に係るデザインの方法
　　事前調査の方法並びにその結果を踏まえた①測定対象物質の決定、②単位作業場所の設定、③測定対象者の設定方法（C測定及びD測定）、④測定実施日の選定、⑤測定時間帯の設定及び⑥サンプリング時間の設定について、講義形式により教育するとともに、具体的な例題を与え単位作業場所及び測定対象者の設定等をさせ、その結果について討議を行うこと。
　　また、⑦測定値の整理、⑧測定結果の検討及び⑨評価のための計算の手順について、講義方式により教育するとともに、具体的な例題を与え評価させること。
(3) 個人サンプリング法に係るサンプリングの方法　
　　個人サンプリング法の対象物質（低管理濃度特定化学物質、鉛及び有機溶剤等）の採取方法及び採取した試料の管理方法について、講義形式により教育するとともに、実際に試料採取機器（個人サンプラー）を取り扱わせて教育すること。
　　また、採取した試料の分析方法の概要及び定量下限について、講義形式により教育すること。
(4) 簡易測定機器とその取扱い
　　個人サンプリング法に使用可能な簡易測定機器（検知管方式の測定機器を含む。）の原理及び取扱方法について、講義形式により教育すること。
(5) 関係法令
　　個人サンプリング法に関係する労働安全衛生法とその関係政省令・告示及び作業環境測定法とその関係政省令・告示について、講義形式により教育すること。
	9時間
(1)及び(2)については併せて5時間
(3)及び(4)については併せて3時間
(5)については1時間


別添２
　　　　　　　　　　「講習の具体的実施方法」
	講習の科目
	講習科目の範囲及び実施方法
	時間

	作業環境について行うデザイン及びサンプリングの実務のうち個人サンプリング法に係るもの
	(1) 作業環境測定の目的
　　作業環境測定における個人サンプリング法によるものの位置付け及び目的について、講義形式により教育すること。
(2) 個人サンプリング法に係るデザインの方法
　　事前調査の方法並びにその結果を踏まえた①測定対象物質の決定、②単位作業場所の設定、③測定対象者の設定方法（C測定及びD測定）、④測定実施日の選定、⑤測定時間帯の設定及び⑥サンプリング時間の設定について、講義形式により教育するとともに、具体的な例題を与え単位作業場所及び測定対象者の設定等をさせ、その結果について討議を行うこと。
　　また、⑦測定値の整理、⑧測定結果の検討及び⑨評価のための計算の手順について、講義形式により教育するとともに、具体的な例題を与え評価させること。
(3) 個人サンプリング法に係るサンプリングの方法　
　　個人サンプリング法の対象物質（低管理濃度特定化学物質、鉛及び有機溶剤）の採取方法及び採取した試料の管理方法について、講義形式により教育するとともに、実際に試料採取機器（個人サンプラー）を取り扱わせて教育すること。
　　また、採取した試料の分析方法の概要及び定量下限について、講義形式により教育すること。
(4) 簡易測定機器とその取扱い
　　個人サンプリング法に使用可能な簡易測定機器（検知管方式の測定機器を含む。）の原理及び取扱方法について、講義形式により教育すること。
	8時間
(1)及び(2)については併せて5時間
(3)及び(4)については併せて3時間


	作業環境について行うデザイン及びサンプリングの実務のうち個人サンプリング法以外のものに係るもの
	(1) 作業環境測定の目的
　　①作業環境測定の位置付け及び作業環境測定の目的について、講義形式により教育すること。
(2) デザイン（個人サンプリング法を除く。）の方法
　　①測定対象物質の決定、②単位作業場所の設定、③測定点の設定方法（A測定及びB測定）、④測定実施日の選定、⑤測定時間帯の設定及び⑥サンプリング時間の設定について、講義形式により教育するとともに、具体的な例題を与え単位作業場所及び測定点の設定等をさせ、その結果について討議を行うこと。
　　また、⑦測定値の整理、⑧測定結果の検討及び⑨評価のための計算の手順について、講義形式により教育するとともに、具体的な例題を与え評価させること。
(3) サンプリング（個人サンプリング法を除く。）の方法　
　　鉱物性粉じん、特定化学物質等、鉛及び有機溶剤の採取方法及び採取した試料の管理方法について、実際に試料採取機器を取り扱わせ、教育すること。　　
(4) 簡易測定機器とその取扱い
　①相対濃度指示法及び②検知管法の原理及び取扱方法について、実際に簡易測定機器を取り扱わせ、教育すること。
	12時間
(1)及び(2)については併せて6時間
(3)及び(4)については併せて6時間



